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５．アジアにおける「制度」の軽視と国際機関の必要性
（１）「制度」の軽視
　アジア地域では、様々な政治体制、発展段階の国があるために、欧州連合のような
国家主権の一部を統合体にプールする超国家的共同体を作ることは不可能である。し
たがって、政治的なスローガンとしての「共同体　コミュニティー」と、欧州諸国が
作り出した、実態としての欧州連合とを峻別する必要がある。
　なぜ、欧州連合が平和を創設できたのかについては、日本では、超国家性の側面が、
EU研究者によって強調されすぎてきたように思われる。
　欧州連合のルーツである、欧州石炭鉄鋼共同体構想を生み出したジャン・モネ氏は
1966年の講演において、次のように述べている。「永続的な平和を樹立するためには、
善意や平和への願いだけでは十分ではない。法を自らの手で握る、あるいは分割して
統治するという誘惑を人間関係から払いのけるために、人類は共通のルールと組織を
持った。」（注1）
　すなわち、堅固な国際組織を作り、合意事項の履行を確保することが極めて重要で
あった。
　アジア太平洋地域の地域特性は、事務局と常駐代表部を備えた安全保障を扱う、日
本が加盟している国際機関は現存しないことである。上海条約機構に日本は加盟して
いない。ASEANはジャカルタに事務局が置かれ、事務局内の小規模なARFユニット
がARFを支えている。日中韓三国協力は事務局をソウルに置き、三国間の対話を継続
させる重要な役割を果たしているが、安全保障に特化した組織ではない。アフリカに
は安全保障機能を持つアフリカ連合や西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）などが
あり、米州大陸にはOASが置かれているため、地域的な安全保障機構を地球上で欠い
ている地域は、アジア太平洋と中東地域になる。
　アジア太平洋地域の安全保障関連の枠組みが制度化されていない理由として考えら
れるのは、ASEAN地域フォーラムにせよ、東アジアサミットにせよ、ASEAN中心の
アプローチを取ってきたことである。常に中枢的な会議はASEAN内で開催されてき
た。ASEANの専門家は、ASEANが「機構」に支配されることを嫌い、事務局組織を
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肥大化させず、柔軟な構造を保っていると指摘している。無論、近年の状況からは、
ASEAN内には、ベトナムやフィリピンのように、南シナ海の領有権問題をめぐり、
中国と対立関係にある国々と、経済的にも中国の強い影響下にある国々がある。中国
は、自国に有利なようにASEAN諸国を分断してきた。ASEANが一体性を保てないの
であれば、ASEAN中心の緩い安全保障構造は、緊迫化するアジア太平洋地域の安全
保障問題を支えることができないと言う結論が論理的に引き出される。
（２）国際機関の必要性
　ルールの遵守をいかに確保するか、という点については、国連憲章の履行を確保す
るために、国連事務局、および加盟国が国連代表部を設置し、たとえば、化学兵器禁
止条約の実施については、化学兵器禁止機関（OPCW）という事務局が支えている。
欧州連合については、加盟国間の首脳級、閣僚級、事務レベル級などのさまざまな会
合を支える事務局組織の他に、統合体であるために、欧州委員会という官僚機構など
を備えている。
　CSCEについては、ヘルシンキ最終合意書の履行を確保するために、再検討会議を
不定期に開催してきたが、ユーゴ紛争に対処するために頻繁に会合する必要に迫られ、
90年代初めに常設機構化が進められた。事務局は当初、プラハに置かれたが、航空機
のフライトなどのアクセスがウィーンより悪かった。小国の場合は、ウィーンの国際
機関代表部や大使館がOSCEを兼轄しており、多くの国々の拠点もウィーンにあった
ために、ウィーンから陸路でプラハに頻繁に会議のために出張するなどの利便の問題
があり、結局、事務局はウィーンに移転し、政策決定を行なう常設理事会や他の様々
な会合は、常駐代表部が置かれているウィーンで開催されている。
　以上の説明からも、国際的なルールを守ることを総理や外相が呼びかけたとしても、
履行を担保する何らかの機関が欠如している場合、相手国の「国際常識や善意」に訴
えることになり、関係が悪い場合、事態の改善につながらないだろう。
　ただし、国際連盟のように、制度デザインの問題と、連盟を活用しようとする国家
群の政治的意思が欠如している場合は機能しなくなるため、器さえ作れば、問題が解
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決するとは言えない。
（注）
1．  Monnet, Jean, “European institutions and the organization of peace” , speech on receiving 
the Robert Schuman Prize at Rheinische Friedrich-Wilhelms-Universitat, Bonn, 6 December 
1966.
 http://aei.pitt.edu/13731/1/S63.pdf 
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